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◼ 公租公課は、法人税法、地方税法およびその他税に関する法律の定めるところにより、想定需要や設備
計画等の前提計画をもとに算定しております。

◼ 島根原子力発電所２号機の安全対策工事等による固定資産税の増加等により、現行原価と比較して
53億円増加しております。

公租公課

【公租公課の内訳】

申請原価
(A)

現行原価
(B)

差 引
（A-B）

備 考

水利使用料 13 12 0

固定資産税 112 78 34
・島根原子力発電所２号機の安全対策工事
・三隅発電所２号機の運転開始

雑税※ 19 17 2

事業税 95 84 11
・総原価の増
・他社販売電力料の増

法人税等 70 65 5

合 計 308 255 53

（億円）

(注)端数処理の関係で、合計等が一致しない場合があります。

(注)現行原価は、託送費用相当を除いております。

※県市町村民税、事業所税、核燃料税等


